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１．地方財政審議会の政府間財政関係にかかわるスタンス 

(1)経済財政運営と改革の基本方針 2014 
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(2)財政制度審議会の意見 

 

 



(3)地方財政審議会の意見 

 

 

 



２．歴史の後ずさり 

(1)地方税収入の停滞 

1998 年度（平成 10 年度）「努力した者が報われる税制」 

1999 年度（平成 11 年度）「国際水準並みの引下げ」 

 

地方税収と地方財政の財源不足の推移 

 

’85   ’87   ’89   ’91   ’93   ’95  ’97   ’99   ’01   ’03  ’05   ’07   ’09   ’11   ’13 

（注）地方税収は超過課税及び法定外税等を含まず、地方法人特別譲与税を含む。また、2011 年度までは決算額、 
2012 年度は決算見込額、2013 年度は地方財政計画額である。 

（注）財源不足額及び補填措置は、補正後の学である（2013 年度は当初）。 

出所：

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/12/02/25zen4kai6_1.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



主要税目（地方税）の税収の推移 

出所：税

調議事録より http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/08/02/25zen2kai3.pdf 

(2)法人所得課税の実効税率の推移 

 



３．社会保障・税一体改革の行方 

(1)消費税・地方消費税の増税と税源配分 
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引上げ後の消費税収に係る国・地方の配分②

 

(2)地方法人特別税・譲与税の改革 

 

 



 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．法人所得課税の実効税率の引下げ問題 

(1)実効税率の国際比較 

 

 



 

(2)地方財源問題としての法人所得課税 

 



 

(3)実効税率引下げを迫る動き 

 



 

 



 

 



 

 

 

 

 

 



(4)独立税化としての外形標準化 



 

 



 

 

 



 



 

 



 

 

 



５．地方財政を有効に機能させるために 

 

 

 



地方一般財源総額

   ’91     ’93  ’95     ’97    ’99   ’01    ’03     ’05     ’07     ’09    ’11    ’13 

（注）地方財政計画ベース 
（注）三位一体改革において、2006 年度に、国税から地方税へ約３兆円の税源移譲が行われた。 

出所：総務省資料 

―以上― 


